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年間９８％値が０.０６ppm以下であることである
（長期的環境基準）。１日平均値の年間９８％値
とは、１年間の１日平均値の中で大きさの順
番が下から９８％目に相当する値である。
　そして、移動発生源（とくに、ディーゼル
自動車）から排出される二酸化窒素によるリ
スクを防止するために、１９９３年（平成５年）
１２月に自動車窒素酸化物削減法（以下、自動
車NOx法と略記する）が施行された。この法
律は、２０００年度 （平成１２年度）までに諸施策
により、二酸化窒素による汚染の著しい特定
地域（埼玉県の中部と東部、千葉県の北西部、
東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県の東部の
１９６市区町村）において環境基準をほぼ達成し
ようとするものであった。しかし、自動車
NOx法による効果はほとんどなかった。著者
等１）－４）は本法の目的の達成が不可能であるこ
とを予想していた。現在は、自動車NOx法の
改正が進められている。
　二酸化窒素濃度の自動車排出ガス測定局数
が２００以上になったのは１９７８年であり、一般
環境大気測定局１９７９年度であり、一般環境大
気測定局が１０００以上になったのは１９７８年であ
る。２００２年度には自動車排出ガス測定局数は
で４１３あり、一般環境大気測定局数は１４６０で
ある。
　本研究では、１９５６年から長期間に亘る継続
測定局（自動車排出ガス測定局数は１０３および
一般環境大気測定局数２２７）における二酸化窒
素濃度と自動車走行距離の関係を検証した。
２．方　　法
２.１　測定局の名称
　１９７４年から二酸化窒素（以下、NO２と略記す
る）のデータを解析した測定局を、表１に、
１５の自動車排出ガス測定局名（以下、自排局
と略記する）を示す。表２に、１４の一般環境
大気測定局名（以下、一般局と略記する）を
示す。
３．結果と考察
３.１　自排局の場合
　１９７４度から２００２年度までの自排局における
NO２の年平均値（１日平均値の年間平均値）
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表１　自動車排出ガス測定局
測定局名市・区名都道府県名
千葉市役所自排局千葉市千葉県
日比谷千代田区東京都
北品川品川区東京都
上馬世田谷区東京都
梅島足立区東京都
淀屋橋大阪市大阪府
梅田新道大阪市大阪府
出来島小学校大阪市大阪府
北粉浜小学校大阪市大阪府
八尾市立病院八尾市大阪府
淀川工業高校守口市大阪府
紙屋町広島市広島県
三萩野測候所北九州市福岡県
室町測候所北九州市福岡県
黒崎測候所北九州市福岡県
表２　一般環境大気測定局
測定局名市・区名都道府県名
国設市原市原市千葉県
国設東京新宿区東京都
神田司町千代田区東京都
大島江東区東京都
東糀谷大田区東京都
世田谷世田谷区東京都
国設川崎川崎市神奈川県
国設名古屋名古屋市愛知県
国設大阪大阪市大阪府
国設尼崎尼崎市兵庫県
国設松江松江市島根県
国設倉敷倉敷市岡山県
国設北九州北九州市福岡県
室町測候所北九州市福岡県
黒崎測候所北九州市福岡県
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ならびに自動車走行距離を、図１に示した。
　図１より、自動車の走行量は１９７２年以降延
び続けている。最近ではほとんど変化がない
（図２でも同様である）。
　工場・事業場における脱硝技術の進歩より、
自排局で測定されたNO２濃度は１９８１年度頃か
らから減少する傾向にあった。
　しかし、自動車の走行量の増大に伴い、
１９８４年度頃からNO２濃度は再び増加する傾向
に転じた。１９９３年度から施行された自動車
NOｘ濃度は全然効果がなかったと考えられ
る。
　したがって、自動車NOx法を全面的に改正
する必要がある。
３.２　一般局の場合
　１９７４度から２００２年度までの自排局における
NO２の年平均値（１日平均値の年間平均値）
ならびに自動車走行距離を、図２に示した。
脱硝技術の進歩により、１９８０年頃からNO２濃
度は減少する傾向にあった。
　しかし、自動車走行量の増加に伴い、１９８４
年度頃からNO２濃度は増加する傾向に転じた。
　そのために、１９９３年度には自動車NOｘ法
が施行された。同法により、１９９９年度頃から
NO２濃度は低下する傾向にあると考えられる。
しかし、自動車NOx法を更に見直す余地は大
である。
３.３　環境基準
　２００２年度の環境基準の達成率は、自排局が
９９.１％であり、一般局が８３.５％であった。し
たがって、今後も自排局におけるNO２濃度を
低減するための施策を積極的に行うべきであ
る。
　２００２年度は環境基準の達成率は自動車排出
ガス測定局（４１３局）が８３.５％、一般環境大気
測定局（１４６０局）が９９.１％である。自動車窒
素酸化物削減法をさらに改正する必要がある。
４．結言
　本研究では、１９７４年度から２００２年度までの
と自動車走行量の関係について詳細に調べた。
その結果、次の結論を得た。
①　NO２濃度は１９７４年度から２００２年度までの
間に自排局においては０.０３９ppmから
０.０４４ppmまでの間に、一般局においては
０.０２５ppmから０.０３０ppmまでの間であった。
②　自排局においては、脱硝技術の進歩によ
るNO２濃度の低下がみられたが、自動車
自動車排出ガスに係るリスクアセスメントpi
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図１　自排局におけるNO2濃度の変遷
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図２　一般局におけるNO2濃度の変遷
NOx法によるNO２濃度の低下はみられな
かった。
③　自排局と一般局におけるNO２濃度の経
年変化にはそれぞれ異なった特徴がみられ
た。とくに、自排局におけるNO２濃度を
低下させる必要がある。
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